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１． 地方創生応援税制(企業版ふるさと納税)の延長について 

認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人住民税法人税割額及び法人事業 

税額の特別控除制度について、その適用期限を３年延長することとされました。（令和１０年３月３１日 

まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．リース会計基準の見直しに伴う所要の措置について 

令和６年９月に公表されたリースに関する会計基準(企業会計基準第３４号)では、借手のオペレー  

ティング・リース取引に係る会計処理ついて、使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息 

相当額(現行：均等な単一のリース費用)を費用として計上するよう見直しを行うこととされましたが、 

税制上は、従前の取り扱いとするよう所要の措置を講ずることとされました。 

具体的には、法人税において所得の計算に係る規定の整備が行われることを踏まえ、法人住民税・事業

税において法人税に準じた措置を講ずるほか、事業税付加価値割の課税標準の算定について、法人が  

各事業年度にオペレーティング・リース取引によりその取引の目的となる土地又は家屋の賃借を行った 

場合において、その取引に係る契約に基づきその法人が賃借権等の対価として支払う金額があるときは、

その金額のうち法人税の所得の計算上損金の額に算入される部分の金額は、その損金の額に算入される 

事業年度の支払賃借料とする等とされました。 

(注) 上記の「オペレーティング・リース取引」とは、資産の賃貸借のうちリー ス取引(ファイナンス・

リース取引)以外のものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度税制改正等について 



 

 

 

 

 

３．グローバル・ミニマム課税(「第２の柱」)の法制化に伴う対応 

今般、法人税において、軽課税所得ルール(ＵＴＰＲ：Undertaxed Profits Rule)及び国内ミニマム課税

(ＱＤＭＴＴ：Qualified Domestic Minimum Top- up Tax)の法制化を行うことを踏まえ、所要の措置を 

講ずることとされました。 

具体的には、軽課税所得ルールへの対応として各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税 

(仮称)が、国内ミニマム課税への対応として各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税(仮称)が 

創設されることを踏まえ、法人住民税の計算の基礎となる法人税額にこれらの額を含まないこととする等

の措置を講ずることとされました。 

(注)上記の改正は、令和８年４月１日から施行することとされる。 
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